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平成１９年３月期 個別中間財務諸表の概要     平成１８年１０月２７日 

上 場 会 社 名 株式会社 島 精 機 製 作 所 上場取引所     東・大 
コ ー ド 番 号 ６２２２ 本社所在都道府県  和歌山県 
（ＵＲＬ http://www.shimaseiki.co.jp/）  
代 表 者 代 表 取 締 役 社 長 島  正 博  
問合せ先責任者 専務取締役経理部長 田 中 雅 夫 TEL(073)471-0511(代表) 

決算取締役会開催日  平成１８年１０月２７日  
配 当 支 払 開 始 日  平成１８年１２月 ７日 単元株制度採用の有無 有(1 単元 100 株)

１．１８年９月中間期の業績（平成１８年４月１日 ～ 平成１８年９月３０日） 
（１）経営成績                                                  （金額の表示：百万円未満切り捨て） 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

１８年９月中間期 ２０,０６０ （△1.4） ２,７５２ （34.9） ３,４７８ （15.5）

１７年９月中間期 ２０,３４７ （△11.4） ２,０３９ （△52.8） ３,０１２ （△40.4）

１ ８ 年 ３ 月 期 ３６,５４４ ３,２８８ ５,２２５ 
 

 中間（当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間 
（ 当 期 ） 純 利 益 

 百万円 ％ 円  銭 
１８年９月中間期 １,０２９ （△45.4） ２８ ０７ 
１７年９月中間期 １,８８４ （△41.1） ５１ ３９ 
１ ８ 年 ３ 月 期 ３,０１０ ８１ ２８ 
（注）①期中平均株式数 18年9月中間期 36,662,889株 17年9月中間期 36,665,003株 18年3月期 36,664,398株 

②会計処理の方法の変更  無 

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

（２）財政状態 
 総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

１８年９月中間期 １０２,０９８ ８５,３３９ ８３.６ ２,３２７ ７１ 

１７年９月中間期 １０４,５８２ ８７,７７５ ８３.９ ２,３９４ ０１ 

１ ８ 年 ３ 月 期 １０３,９２６ ８８,７７６ ８５.４ ２,４２０ ５７ 

（注）①期末発行済株式数 18年9月中間期 36,662,297株 17年9月中間期 36,664,487株 18年3月期 36,663,377株 

②期末自己株式数  18年9月中間期   937,703株 17年9月中間期    935,513株 18年3月期    936,623株 

２．１９年３月期の業績予想（平成１８年４月１日 ～ 平成１９年３月３１日） 
 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

百万円 百万円 百万円 
通 期 

４０,０００ ６,０００ ３,０００ 

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期)  ８１円８３銭 

３．配当状況 
・現金配当 １株当たり配当金 

 中 間 期 末 期 末 年 間 

 円  銭 円  銭 円  銭 

１８年３月期 １７ ５０ ２０ ００ ３７ ５０ 
１９年３月期(実績) １７ ５０ ― 
１９年３月期(予想) ― ２０ ００ 

３７ ５０ 

  ＊上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報により作成したものであり、実際の業績は、 
   今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。業績予想に関連する事項については、 
   添付資料の 7ページを参照して下さい。 
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 損 益 計 算 書  
 

（単位：百万円） 
当 中 間 期 前 中 間 期 前   期 

（ 
自 平成１８年４月 １ 日

至 平成１８年９月３０日
） (

自 平成１７年４月 １ 日 

至 平成１７年９月３０日 
) ( 自 平成１７年４月 １ 日

至 平成１８年３月３１日
)

期 別

科 目 金  額 百分比 増減率 金  額 百分比 金  額 百分比

   % %    %  %

Ⅰ. 売 上 高 20,060 100.0 △1.4 20,347 100.0 36,544 100.0

Ⅱ. 売 上 原 価 11,938 59.5 △2.5 12,242 60.2 21,629 59.2

 売 上 総 利 益 8,121 40.5 0.2 8,105 39.8 14,914 40.8

Ⅲ. 販売費及び一般管理費 5,369 26.8 △11.5 6,065 29.8 11,626 31.8

 営 業 利 益 2,752 13.7 34.9 2,039 10.0 3,288 9.0

Ⅳ. 営 業 外 収 益 944 4.7 △9.3 1,041 5.1 2,073 5.7

Ⅴ. 営 業 外 費 用 218 1.1 216.5 68 0.3 136 0.4

 経 常 利 益 3,478 17.3 15.5 3,012 14.8 5,225 14.3

Ⅵ. 特 別 利 益 36 0.2 － － － － －

Ⅶ. 特 別 損 失 2,032 10.1 866.1 210 1.0 764 2.1

税引前中間（当期）純利益 1,482 7.4 △47.1 2,801 13.8 4,461 12.2

法人税、住民税及び事業税 1,463 7.3 24.0 1,180 5.8 2,010 5.5

法 人 税 等 調 整 額 △1,009 △5.0 284.6 △262 △1.3 △558 △1.5

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 1,029 5.1 △45.4 1,884 9.3 3,010 8.2

前 期 繰 越 利 益 － 3,050  3,050 

土地再評価差額金取崩額 － △505  △642 

中 間 配 当 額 － －  641 

中間 (当期 )未処分利益 － 4,429  4,777 
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 貸 借 対 照 表  
 

（単位：百万円） 
当 中 間 期 
（平成１８年９月３０日現在） 

前 期 
(平成１８年３月３１日現在) 

前中間期 
(平成１７年９月３０日現在)

期 別

科 目 金  額 構成比 増減率 金  額 構成比 金  額 構成比

（資 産 の 部）  % %  %  %

Ⅰ.流 動 資 産 65,558 64.2 △9.1 72,092 69.4 74,135 70.9

現 金 及 び 預 金 3,557 6,855  4,899 

受 取 手 形 45,497 45,524  49,950 

売 掛 金 6,359 8,031  8,919 

た な 卸 資 産 10,875 11,501  10,203 

そ の 他 4,206 3,041  2,700 

貸 倒 引 当 金 △4,938 △2,862  △2,537 

Ⅱ.固 定 資 産 36,540 35.8 14.8 31,834 30.6 30,446 29.1

1.有 形 固 定 資 産 17,470 17.1 1.7 17,179 16.5 16,843 16.1

建 物 5,116 5,314  4,213 

土 地 9,903 9,884  9,877 

そ の 他 2,450 1,980  2,752 

2.無 形 固 定 資 産 124 0.1 △3.1 128 0.1 133 0.1

3.投資その他の資産 18,944 18.6 30.4 14,526 14.0 13,468 12.9

投 資 有 価 証 券 5,376 5,562  4,179 

関 係 会 社 株 式 9,071 2,021  2,471 

再評価に係る繰延税金資産 24 3,049  3,142 

そ の 他 5,617 4,997  4,727 

貸 倒 引 当 金 △1,145 △1,105  △1,053 

資 産 合 計 102,098 100.0 △1.8 103,926 100.0 104,582 100.0
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（単位：百万円） 
当 中 間 期 
（平成１８年９月３０日現在） 

前 期 
(平成１８年３月３１日現在) 

前 中 間 期 
(平成１７年９月３０日現在) 

 金  額 構成比 増減率 金  額 構成比 金  額 構成比

（負 債 の 部）  % %  %  %

Ⅰ.流 動 負 債 11,483 11.2 △11.2 12,930 12.5 14,605 14.0

支 払 手 形 － 297  1,165

買 掛 金 6,021 5,522  5,788

短 期 借 入 金 500 3,000  3,000

未 払 法 人 税 等 1,504 960  1,175

賞 与 引 当 金 828 656  862

債務保証損失引当金 447 387  263

そ の 他 2,181 2,104  2.350

Ⅱ.固 定 負 債 5,275 5.2 137.6 2,220 2.1 2,201 2.1

長  期  借  入  金 3,000 －  －

退 職 給 付 引 当 金 1,284 1,295  1,295

役員退職慰労引当金 991 925  905

負 債 合 計 16,759 16.4 10.6 15,150 14.6 16,806 16.1

（ 資 本 の 部 ）   

Ⅰ.資 本 金 － － － 14,859 14.3 14,859 14.2

Ⅱ.資 本 剰 余 金 － － － 21,724 20.9 21,724 20.8

資 本 準 備 金 － 21,724  21,724

そ の 他 資 本 剰 余 金 － 0  0

Ⅲ.利 益 剰 余 金 － － － 58,498 56.3 58,150 55.6

利 益 準 備 金 － 2,124  2,124

任 意 積 立 金 － 51,596  51,596

中間(当期)未処分利益 － 4,777  4,429

Ⅳ.土地再評価差額金 － － － △4,493 △4.3 △4,630 △4.4

Ⅴ.その他有価証券評価差額金 － － － 874 0.8 354 0.3

Ⅵ.自 己 株 式 － － － △2,687 △2.6 △2,683 △2.6

資 本 合 計 － － － 88,776 85.4 87,775 83.9

負 債 資 本 合 計 － － － 103,926 100.0 104,582 100.0

（純 資 産 の 部）   

Ⅰ.株 主 資 本 92,657 90.8 － －  － 

1.資 本 金 14,859 14.5 － －  － 

2.資 本 剰 余 金 21,724 21.3 － －  － 

資 本 準 備 金 21,724 －  － 

そ の 他 資 本 剰 余 金 0 －  － 

3.利 益 剰 余 金 58,764 57.6 － －  － 

利 益 準 備 金 2,124 －  － 

そ の 他 利 益 剰 余 金 56,639 －  － 

研 究 開 発 積 立 金 12,839 －  － 

特 別 償 却 準 備 金 52 －  － 

別 途 積 立 金 40,222 －  － 

繰 越 利 益 剰 余 金 3,524 －  － 

4.自 己 株 式 △2,690 △2.6 － －  － 

Ⅱ.評価・換算差額等 △7,318 △7.2 － －  － 

その他有価証券評価差額金 199 －  － 

土 地 再 評 価 差 額 金 △7,518 －  － 

純 資 産 合 計 85,339 83.6 － －  － 

負 債 純 資 産 合 計 102,098 100.0 － －  － 
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株主資本等変動計算書 
 

当中間会計期間（自 平成 18 年 4月 1日 至 平成 18 年 9月 30 日） 

（単位：百万円） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 資本 
準備金 

その他

資本 
剰余金

利益 
準備金

研究 
開発 
積立金

特別 
償却 
準備金

別途 
積立金 

繰越 
利益 

 剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

平成 18 年 3月 31 日残高 14,859 21,724 0 2,124 12,839 34 38,722 4,777 △2,687 92,395

中間会計期間中の変動額     

 特別償却準備金の繰入   28  △28 －

 特別償却準備金の取崩   △10  10 －

 別途積立金の積立   1,500 △1,500 －

 剰余金の配当    △733 △733

 役員賞与金    △30 △30

 中間純利益    1,029 1,029

 自己株式の取得     △3 △3

 自己株式の処分   0   0 0

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の 
 変動額（純額） 

    

中間会計期間中の 
変動額合計 － － 0 － － 18 1,500 △1,252 △3 262

平成 18 年 9月 30 日残高 14,859 21,724 0 2,124 12,839 52 40,222 3,524 △2,690 92,657

 

評価・換算差額等  

その他 
有価証券 
評価差額金 

土地 
再評価 
差額金 

純資産合計

平成 18 年 3月 31 日残高 874 △4,493 88,776

中間会計期間中の変動額  

 特別償却準備金の繰入  －

 特別償却準備金の取崩  －

 別途積立金の積立  －

 剰余金の配当  △733

 役員賞与金  △30

 中間純利益  1,029

 自己株式の取得  △3

 自己株式の処分  0

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の 
 変動額（純額） 

△674 △3,024 △3,699

中間会計期間中の 
変動額合計 △674 △3,024 △3,436

平成 18 年 9月 30 日残高 199 △7,518 85,339
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
１．資産の評価基準及び評価方法 
（1）有価証券 

1.満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）を採用しております。 

2.子会社株式 

総平均法に基づく原価法を採用しております。 

3.その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しております。 

時価のないもの 

 総平均法に基づく原価法を採用しております。 

（2）デリバティブ 

時価法を採用しております。 

（3）たな卸資産 

1.製品、材料及び仕掛品 

移動平均法に基づく低価法を採用しております。 

2.貯蔵品 

先入先出法に基づく低価法を採用しております。 

２．固定資産の減価償却の方法 
（1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、 

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。 

   建物及び構築物       3～50年 

   機械装置及び車両運搬具   4～12年 

   工具器具備品        2～20年 

（2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（3～5

年）に基づいております。 

３．引当金の計上基準 
（1）貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（2）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当中間期の負担額を計上しております。 

（3）債務保証損失引当金 

 当社製品を購入した顧客のリース会社及び提携金融機関に対する債務保証に係る損失に備えるため、発生可能

性を個別に検討して算定した損失見込額を計上しております。 

（4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間

会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

（5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間会計期間末要支給額を計上しております。 
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４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。 
５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
６．ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、先物為替予約については振当処理を、金利スワップについては特例

処理を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

1.ヘッジ手段 

 先物為替予約取引及び金利スワップ取引 

2.ヘッジ対象 

 外貨建金銭債権及び借入金 

③ヘッジ方針 

 社内規程に基づき、外貨建取引における為替変動リスク、及び借入金の金利変動リスクをヘッジしております。

取組時は実需の範囲で行うことを原則とし、投機目的のための取引は行わない方針であります。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象における通貨・期日等の重要な条件が同一であり、その後の為替相場及び金利相場の

変動による相関関係は確保されているため、有効性の評価を省略しております。 

７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
消費税等の会計処理 
 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準｣（企業会計基準第５号 平成 17 年 12 月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針｣（企業会計基準適用指針第８号 平成 17

年 12 月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は 85,339 百万円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、改正

後の中間財務諸表等規則により作成しております。 

 

（貸 借 対 照 表 の 注 記） 当 中 間 期 前 中 間 期 前 期 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 18,782百万円 18,304百万円 18,492百万円 

2. 保 証 債 務 額 6,206百万円 6,098百万円 5,959百万円 

3. 輸 出 手 形 割 引 高 83百万円 2,477百万円 2,381百万円 

4.中間会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当中間会計期間末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が中間会計期間末残高に含まれており

ます。    受 取 手 形  63百万円 

5. 消 費 税 等 の 取 扱 い    

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、流動資産のその他に含めて表示しております。 
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（損 益 計 算 書 の 注 記）    

1. 営業外収益のうち重要なもの 当 中 間 期 前 中 間 期 前 期 

受 取 利 息 134百万円 120百万円 249百万円 

為 替 差 益 457百万円 427百万円 1,187百万円 

 
 

2. 営業外費用のうち重要なもの 当 中 間 期 前 中 間 期 前 期 

支 払 利 息 5百万円 17百万円 32百万円 

売 上 割 引 176百万円 －百万円 －百万円 

 

3. 特別損失のうち重要なもの 当 中 間 期 前 中 間 期 前 期 

         貸倒引当金特別繰入額 2,020百万円 －百万円 －百万円 

 減 損 損 失 －百万円 187百万円 254百万円 

 
4. 減 価 償 却 実 施 額 当 中 間 期 前 中 間 期 前 期 

有 形 固 定 資 産 408百万円 350百万円 774百万円 

無 形 固 定 資 産 19百万円 19百万円 42百万円 

計 427百万円 369百万円 816百万円 

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成 18 年４月１日  至 平成 18 年９月 30 日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（千株） 936 1 0 937 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は単元未満株式の買取りによるものあり、減少０千株は単元未満株式の

   売渡しによるものであります。 

 

（リース取引関係） 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

（有価証券関係） 

子会社株式で時価のあるものはありません。 
 


